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1 路木ダム建叡の問題点{自然環湾〕

u) 路木ダム!主、全受約 6キロメートルにすぎない路木)Ijの中流に、治水及び

京j水を目的として熊本県が.般を予定するグムである.流水均震は約 10.3平

方キロメートル (1030ヘクタール)という筏めて小さい面積しかない。

(の 路木川i上流減及r..，"<路木グム建設予定地i立、 21仙ヌ革国立公園内の特hrJ地場

である(当然公園法 13条1.したがって、ダムという大きな河川|工作物の建

訟によって河川|の水量1:1こ憎減を及ぼし、その他形状のIf更を伴う場合1土、

環境省の許可を得なければならない。

(3) 路木ダム責Ut予定地が、園立公庫の特81U包域であるということは、とりち

なおさずその周辺の自然環境が長かであることを意味する.路木.i111主、 S量

策用水取水持It~存在ナるが、規績が小さいためにアユやウナギが遡上する

ことを妨!アず、事実上自然何川が残っている符)11であるa 京た上流にはシ

イ・カシを中心とした照紫紺林が広がり 、この照葉樹林が路木川の阿川|を

清流たらしめている.路木)11の河口は、小さいながらも平潟が広がり、主主
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物穏も隻かである。路*ml主規模ぽ小さいながらも照美樹林という緑林生

態系に支えられた清潔の河川生懲祭が保存され、との荷川生態系が海洋生

貴重系を支えるという、九州、日本を代表する有数の自然環境が保存されて

いる地減である。 • 
(4) 具体的な自然環演に二ついてltおヮて主獲するが、本書面では次のような事

突を指摘しておくこととする。

このダム進役による己主変地J:k.びその周辺では、車E物としては、 115科 462

種もの稽物が生育しる.特!:、温性湿地縮物のフタド、シパナなどは‘良

好な平潟が残っていなければ生育しておらず、小さな何)llながらも河口付

近1::1-:、干潟が成立していることを物書寄っ，ている(県も「特殊な徳物Jと

している).また、破認されているタニワタリノキは、ll<<義樹林内に生育す

る植物だが、現在、日本全国の照業樹林はすでに絶滅の危機にあり、この

ようなタニワ夕日ノキはなかなか見られなU、e ラン科では、キンラン、サ

イハイラン.シュンラン、ナギラン、コクラン、シランなどが記録され、

いずれも森林性であることから、照策樹林が良好に残。ていると考えらる。

環境省のレッド!J7，ト12鰍穏としては、シパ・ナ、キンチャクアオイ、ミズ

ネコノオ、エピネ、キンラン、ナギラン、シランなどが碓寵されているが、

シパナ以外は、いずれもやや閉鎖的な林床性の油物種であるとみなされる

ので、照業績林の良好さがやはり伺われるs 動物相では、陸生動物 237科

1.144積、水生動物 31科 57積もの種がダふ曹十覇地J胃辺で確徳されている.

司者乳類では、本州、四宮、九州ではもはや珍レい三ホンイタチが生息し、

鳥類では、絶滅のおそれのある野生動借物の種の保存lZ関する法律によっ

て指定されでU、る定オタカ、ハヤブサの生息が槍偲され、レッドデータブ

ック記載のハチクマ、ハイタ3町、サンショワクイ、ミサゴなどの生息地と
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もなっている.

2 i!*ダム逮肢の間創点(ダムの必要性)

(1) すでに被告に求釈明を提出しているところであるが、路木ダム建般の必要

伎としての冷水目的が、不明確である。これは路木川では過去洪水被害事

蟻が発生していないとb、う事実のほかに、被告の主張自体に不明確な束、が

存在するためである。求釈明でも原告らは述ペているが、被告は「沼耳目計

年?月の豪雨を踏まえてJ、基本高水測量を算出し、それを前提に計画高水

流量を決定している.ところが、乙第 1号誕の 「ダムの概要J欄の「断面

流量配分図Jでは[543.9.24型淡水]とし、釜本高水流量の算出が、昭和

43-~~ 月 24 日の洪水を前提に算出されているからである。 つま η 、士つ

の遭う時期の洪水を前提にひとつの義本声高水流盆の算出をしているように

見受けられるのであるe 担宣告は、ー体、いつの、どとの、洪水を前提に、

本件の路木ダム建設の治水対策を立てたのか明確にすべきである。

(2) また、やはり求釈明でも述べているが、被告が提出する乙第 6i争経の別紙

の 「洪水被害Jと称するエ事写真が真実洪水被害なのか、という点につい

てである。当骸場所が明らかでないが、康管ちがその渇所と思しき渇所を

見分したところ、そもそも纏肢も存在しない場所で、地主量円高がそのまま河

岸になっでおり、「堤防の越流」などがそもそも存在しない場所なのであるs

もともと路木Ii Iは、従前から堤防の建設などがほとんど行われていなかっ

た河川で、 ffl.b誌がそのまま流綬の地盤となっていた=そのとと自体が退去

洪水被害のなかった事実を物跨るが、被舎はあえて r寝防を鍾流したJ と

するのであれば、その具体的事実を明らかにすべきである。

3 費用対効果

被舎は、銘木ダムの建般に当たって、費用対効果が iを経える必要があるこ
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とを主強レている(乙第 2号紅、 2.6ページ)，この点i立、原告らも争わない含路

木ダムl立、いわゆる f繍助ダムJといわれるもので、園からの鱒事白金支出を予

倉するダムであるところ.国からの補助金は費用対効果指数が 1を趨えなけれ

ぽ支出されないからである.もしこの費用対効巣指数が 1を下回れば、閣から

の補助金は支出されず金績が県の負担となる.つまりこの費用対効果は、路木

ダム建阪の費用支出に当たって、地方財攻法の必要最小限度の原"を維持でき

るか杏かの..要な指標となるものである。

そこで、 原管法被告に対し、乙鱒 2~位、 2 .5 ベージにおいて引用される「治

水経告書マニzア/レ(集)j (底土交通省河川局)の提出、及び彼告のなした費用対

効果の算出並びにこの算出に用いた(ないし当てはめた)具合事的なデータ争求

めるものである。IJJ(管らは、彼，ーからとの7ζユアルの提出を受けることに ι

って、厳告の費用対効果の算出がこの守=~アノレに従っていないことを具体民

に輸経ずることができるからである.
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